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2050年都市ガスのカーボンニュートラル化を
実現する技術

~メタネーションの実用化に向けた取組み～

2022年9月13日
大阪ガス株式会社

エナジーソリューション事業部業務部
地域コミニュケーション室

「関西水素サプライチェーン構想実現プラットフォーム」セミナー



1 Da igasグループの概要

創業 1905（明治38）年

グループ従業員数 20,961人

大阪ガス従業員数 3,189人

お客さまアカウント数 約981万
ガス供給 約491万

電力供給 約161万
その他サービス 約329万

関西の都市ガス供給エリア

国内エネルギー
36%

海外エネルギー
41%

LBS
22%

調整
1%

セグメント利益
1,077億円

国内エネルギー
84%

海外エネルギー
5%

LBS
15%

調整
4%

売上高

■ 国内エネルギー ガス事業
ガス販売、ガス機器販売、ガス配管工事、
熱供給、LPG販売、LNG販売、産業ガス販売

■ 国内エネルギー 電力事業
発電、電気供給

1兆5,868億円

■ 海外エネルギー事業
海外におけるエネルギー供給、発電
LNG輸送タンカーの賃貸、石油・天然ガスに関する開発・投資

■ ライフ&ビジネスソリューション（LBS）事業
不動産の開発・賃貸、情報処理サービス、
ファイン材料・炭素材製品の販売

2022年3月期

※セグメント間取引消去等のため
合計は100%にならない

ガス販売量
約71億m3

電力販売量
約167億kWh

※2022年3月末時点



2020 2023 2030 年 2050 年

イノベーションにより当社グループ事業におけるカーボンニュートラル実現へ挑戦 カーボン
ニュートラル

社会全体へのCO2排出削減貢献

 脱炭素技術確立までに最大限のCO2排出削減貢献を推進
 天然ガス高度利用・海外でのLNG普及拡大・再生可能エネルギー普及を推進

 都市ガス原料の脱炭素化に向けたメタネーション等の技術開発
 2030年メタネーション実用化（都市ガス導管注入）
 再生可能エネルギー導入を軸とした電源の脱炭素化

再生可能エネルギー普及貢献
国内電力事業の再生可能エネルギー比率
CO2排出削減貢献

500 万kW
50 %程度
1,000 万トン

(2030年度目標)

２ Daigasグループ カーボンニュートラルビジョン 2 0 2 1 年 1 月 公 表



３ Daigasグループのエネルギービジネスの将来像

CO2分離回収(CCUS)

メタネーション技術の確立
（メタン化）

カーボンニュートラル
メタンの調達

(海外サプライチェーン構築)

バイオガスの利用拡大

燃料電池

風力 太陽光バイオマス 地熱

再生可能エネルギー普及促進火力発電・工場等

お客さま先
コージェネ 蓄電池

分散型電源 普及促進

※ 出力変動の大きい
再エネに対し、カーボン
ニュートラルな調整力
として貢献

熱需要の脱炭素化

カーボンニュートラル
メタンや水素等の活用

カーボンニュートラルを達成するための手段については、エネルギーに関するイノベーションの進展や社会情勢などを
見極めながら柔軟に選択する必要があります。当社グループは今後の技術進展や経済合理性を踏まえて
お客さま先を含めたサプライチェーン全体でカーボンニュートラル実現に向けた取り組みを推進していきます。

ローカル水素
ネットワーク

再生可能エネルギー

複数のエネルギー供給によるレジリエンスの確保
グリーン調整力※

メタン

水 素

電 気

お客さまのニーズに
応じて燃料アンモニア
供給も実施



CO2分離回収 (CCUS)

再生可能エネルギーで水素をつくり
CO2と合成することでメタンを製造
⇒ カーボンニュートラルメタン

（合成メタン）

４ ガス自体の脱炭素化 -メタネーション -

再生可能エネルギー

水
国内製造

二酸化炭素

お客さま

グリーン水素

海外調達水素
利用

発電所(再エネの調整電源)

分散型電源
(コージェネレーション・燃料電池)

ローリー・内航船供給
(広域エリア)

都 市 ガ ス
導 管 網

(既存インフラ活用)H2O

メタネーション設備
(メタン化)

メタネーション
（カーボンニュートラルメタンの製造イメージ）



産業部門等
からのCO2

５ 水素と合成メタンのCO 2削減効果
 本来であれば大気中に放出されるCO2 （または大気中にあるCO2 ）を回収し、メタネーションの原料としてカーボンリサ

イクルしているため、合成メタンを燃焼させても、大気中のCO2は実質的に増加しません
 このため、水素と合成メタンは、利用時にCO2排出の有無という違いはあるものの、化石燃料を代替することによるCO2

削減効果は同じです

メタネーション水

H2O

トータルで大気中のCO2は増えない

水素直接利用

天
然
ガ
ス
利
用 都市ガスインフラ

＋

0

±0

再生可能
エネルギー

利用機器

水
素
利
用

利用機器

合成メタン利用

大気中CO2

脱炭素燃料への移行

出典：環境省ホームページ

増える

増えない

増えない

CO2
削減効果

は同じ

既存都市ガスインフラ

グリーン水素

ガス田

水素発電(専焼・混焼) 燃料電池(家庭用・業務用) 燃料電池自動車
(FCV)

燃料電池フォークリフト
(FCFL)

CH4

CH4

排出

排出なし

排出回収・利用



６ ガス業界が目指す姿（日本ガス協会）

出典：2021年6月10日 日本ガス協会 カーボンニュートラルチャレンジ2050アクションプラン 資料抜粋



７ 2030年メタネーション実用化に向けた挑戦

当社は2030年時点で、合成メタン１％※導入に挑戦します

合成メタン製造 ガス供給・利用

導入

メタネーション技術の
実用化

国内外の
事業者との連携

製造・調達・利用の
インセンティブの確立

実現への取り組み

2030年メタネーション実用化

※ 約6,000万m3（2020年度都市ガス販売量べース）

 当社はメタネーションの社会実装に向けて、2030年時点で合成メタンを１％導入することに挑戦します
 この実現のために、「メタネーション技術の実用化」、合成メタンを製造・導入するための「国内外の事業者との連携」、

「製造・調達・利用のインセンティブの確立」に取り組みます



８ メタネーション技術と社会実装イメージ
 2030年の合成メタン導入を目指し、従来技術であるサバティエ反応メタネーションに加えて、革新技術である

バイオメタネーションの実用化に取り組みます
 さらには、2050年に向けて、革新技術であるSOEC※メタネーションの技術開発に取り組みます

革新技術（バイオメタネーション）

革新技術（SOECメタネーション）

メタン合成 メタン
CH4

高温共電解
(SOEC)

SOECメタネーション技術(一貫プロセス)

発 熱吸 熱
排熱の有効利用

変換効率
85～90%

CO再生可能エネルギー

2020～ 2030～ 2040~

実証

2020~ 2030～ 2040～

技術
開発

商用化技術
開発 実証

従来技術（サバティエ反応メタネーション）

再生可能エネルギー

水電解 メタン合成 メタン
CH4

変換効率
55～60%

サバティエ反応
H2O

2020～ 2030～ 2040~

実証技術
開発

再生可能エネルギー

水電解 メタン
CH4

変換効率
55～60%

バイオメタネーション

下水汚泥・
廃棄物など

※Solid Oxide Electrolysis Cell（固体酸化物を用いた電気分解素子）

商用化

商用化

▲
2030年1%導入

▲
地産地消による地域の脱炭素化

▲
2050年90%導入

バイオガス化 ＋
メタン合成 (生物反応)

H2O

H2O

CH4

余剰CO2を更にメタン化



９ サバティエ反応メタネーションの取り組み
 開発するメタネーション設備の製造能力は約400Nm3/hを予定しており、現時点で世界最大級の規模と

なり、並行して10,000Nm3/h（実証スケール）、60,000Nm3/h（商用スケール）についても検討を行います

合成メタン製造・都市ガス導管への注入

INPEXさま 新潟県 長岡鉱場に建設予定

再生可能
エネルギー

水（H2O)

グリーン
水素

(火力発電等)

都 市 ガ ス
導 管 網

（既存インフラ）

H2

CO2

メタネーション設備

二酸化炭素

INPEXさま 長岡鉱場 ガス田

CH4

合成メタン

全体システム
構築

INPEXさま

プロセス技術
・触媒

大阪ガス

400 Nm3/h

実証・商用プラントへのスケールアップ検討

実証スケール (10,000Nm3/h) ・ 商用スケール (60,000Nm3/h) の反応器シミュレーション、基本設計、事業性評価を実施

代替天然ガス製造時代に培った当社独自の触媒技術
① 高活性メタネーション触媒
② 耐久性を高める超高次脱硫技術



10 バイオガスを利用したメタネーションの取り組み
 Daigasグループでは、生ごみ等から発生させたバイオガス中に含まれるCO2と再エネ電力から生成した水素を反応させ、

より多くのメタンを製造する技術開発に取り組んでいます
 廃棄物由来のバイオガス・CO2と水素を用いたバイオガスメタネーションや、下水汚泥、廃プラ由来のバイオガスと

水素を原料に、当社発酵技術を用いてメタン化するバイオメタネーション技術について研究開発しています

バイオガスを利用したメタネーション技術

H2

ガス精製

オンサイト利用
都市ガス供給

H2グリーン水素 サバティエ反応
メタネーション
（化学反応）

バイオ
メタネーション
（生物反応）

② 下水汚泥・廃プラ由来のバイオガス
を用いたバイオメタネーション

・当社研究開発拠点でラボ試験を開始
・大阪市海老江下水処理場での実証試
験を予定

① 廃棄物由来のバイオガスメタネーション
（サバティエ反応）

・2025年大阪・関西万博で実証予定

グリーン水素

CO2

CO2

CH4



11 SOECメタネーションの取り組み

H2

CO

排熱の有効活用

SOEC高温電解装置
→ 再エネ投入量削減効果

メタン化反応装置

総合エネルギー効率85～90%が実現可能

発熱吸熱

都 市 ガ ス
導 管 網CH4

合成メタン

（既存インフラ）

再エネ

H2O
→ H2の調達不要

 SOECメタネーション技術は、高温電解方式による電力削減と排熱の有効活用により、世界最高レベルのエネルギー変
換効率(85～90%)を実現する革新的な技術であり、投入する再生可能エネルギーの削減が可能であるとともに、水
素調達が不要になるという特徴があります

CO2

革新的SOECメタネーション

700～800℃ 250～400℃

2022 ～ 2024 年

セルスタック 触媒

熱利用

0.1 Nm3/h
（2戸相当）

2025 ～ 2027 年

電力 メタン
等

400 Nm3/h級
（1万戸相当）

実
証
事
業
へ

2028 ～ 2030 年

SOECセル プロトタイプ ベンチスケール パイロットスケール

電力 メタン
等

10 Nm3/h級
（200戸相当）

H2O
H2O

開発スケジュール



12 2030年合成メタン導入開始に向けた取り組み

LNG船
LNG液化プラント

H2

火力発電・工場等 メタネーション装置
（サバティエメタネーション） 再エネ

バイオガス
＋バイオメタネーショ

ン

再エネ

L N GL N G

LNG受入基地
メタネーション装置

（サバティエメタネーション）

工場 工場

既 存 L N G 基 地 内

H2

国内メタネーション

海外メタネーション

バイオガス
＋バイオメタネーション

下 水 処 理 場 等

既存ガス導管
網

再エネ
工場 メタネーション装置

（サバティエメタネーション）

H2

需 要 家 工 場 内

オンサイト方式

オンサイト方式

LNG基地集約方式

工場住居・ビル

国 内 ガ ス 需 要

CH4

CH4

CH4

CH4

CH4
(LNG)

CH4

CH4

CH4

CO2

CO2

CO2

H2

CH4

自家使用



姫路製造所
泉北製造所

・ LNG火力発電所における水素混焼
→ 海外からの水素調達・水素インフラ

(タンク・気化器等)の導入検討

水素利用

CO2回収・利用

・ 鉄鋼・化学・セメント等の産業界と連携し、CO2回収・利用による
オンサイトメタネーションの検証

・ 自治体や地域と連携し、下水・ごみ処理場等からのバイオガスや
CO2を利用したバイオメタネーションの実証

・ カーボンリサイクルに伴うCO2マネジメントシステムの検証

多様なメタネーション技術確立
■ サバティエメタネーション

・ INPEXさまと長岡での世界最大級の実証
■ バイオメタネーション

・ 大阪関西万博での実証
 SOECメタネーション（2050年に向けた取り組み）

・ 当社研究開発拠点にて、基礎研究・技術確立を
進める予定

国内再生可能エネルギー電源開発・普及

・ 自社で再エネ電源開発や普及
を通じて、国内外における電源
普及貢献 500万kWを目指す
（2022年2月時点 約126万kW）

・ また、国内電力における再エネ
比率50%を目指す

泉北天然ガス
火力発電所

【検討の基本スタンス】
• 必要な要素技術・サプライチェーン

構築を総合的に検証し、最適な
国内実現モデルを検討

尻別風力発電所

関西の都市ガス供給エリア
を中心に導入を検討

13 国内メタネーションの検討



中 東

豪 州

北 米

南 米

欧 州

日本・アジアへの
合成メタンの導入

東南アジア

【欧州エリア】
東京ガス・大阪ガスが、それぞれ大手
エネルギー事業者やインフラ事業者と検討

【アジアエリア (合成メタン導入) 】
東京ガス：アジア圏LNG輸入者との検討
大阪ガス：シンガポールのガス事業者との検討

【北米エリア】
東京ガス・大阪ガスが、それぞれ大手エネルギー
事業者やインフラ事業者、ベンチャー企業と検討

【南米エリア】
丸紅・ペルーLNG・
大阪ガスがFS検討開始

【豪州エリア】
東京ガス・大阪ガスが、それぞれ
大手エネルギー事業者と検討

【中東エリア】
三菱商事・東京ガス・大阪ガス
にて、サプライチェーン構築にかかる
FS検討開始

【東南アジアエリア】
東京ガス・大阪ガスが、それぞれ
大手エネルギー事業者と検討

2 31

③ 豪州における事業性調査

【実施者】 ATCO社 (現地ガス配給・発電事業者)、
大阪ガスオーストラリア

【実施内容】
• 再エネポテンシャル・既存LNG出荷設備等を踏まえ、

現地エネルギー事業者とのメタネーションFSを実施

② 豪州における事業性調査（実証の一部）

【実施者】 INPEX、名古屋大学、大阪ガス
【実施内容】
• 豪州でのメタネーションによる合成メタン製造・輸入の

FSを実施
(大規模10,000Nm3/h、商用60,000Nm3/h)

① シンガポールにおける事業性調査
【実施者】 City Energy社 他

OGシンガポール、City OG
【実施内容】
• 合成メタン製造に関するFSを実施
• 現地での合成ガス利用の事業性を評価

14 海外メタネーション・サプライチェーン構築の検討



15 合成メタンの社会実装に向けた課題と必要な制度措置
 合成メタンの社会実装に向けては、まずはメタネーションの高効率化・大型化のために政府支援のもと継続的な技術開

発を進めます（グリーンイノベーション基金等）。
 さらに、合成メタンを調達する際のLNGとの値差補填の仕組み、利用者がCO2削減価値を享受できるルール整備、なら

びにその価値の証書化・取引の仕組みについて官民が一体となり検討を進めます（メタネーション推進官民協議会）。

大型化
（10,000 Nm3/h級）

実証へ支援

要素技術開発に向けた
グリーンイノベーション基金事業

（~400Nm3/h級）

バイオガス・合成メタンのCO2削減価値の
顕在化（証書化）とその取引の仕組みの導入

国内外での合成メタンのCO2削減価値確立
およびその関連するルールへの反映

～2030年 ～2050年
次世代

熱エネルギー産業

ビ
ジ
ネ
ス

ル
ー
ル

NEDO
先導研究

NEDO事業
（400Nm3/h級）

実証

合成メタン
1%導入

大型化
（10,000 Nm3/h級）

実証へ支援

これまで

メタン製造事業のコスト回収の仕組みの導入
LNGとの値差補填の仕組みの導入

技
術
開
発

サ
バ
テ
ィ
エ

SO
EC

カーボンリサイクル産業
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